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当資料のお取り扱いにおけるご注意
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものであり、勧誘を目的としたものではありません。■当資
料は、各種の信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。■当資料の中で記載されてい
る内容、数値、図表、意見等は当資料作成時点のものであり、将来の成果を示唆・保証するものではなく、また今後予告なく変更されることがあります。■当資
料中における運用実績等は、過去の実績および結果を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。 ■当資料の中で個別企業名が記
載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れること
を、示唆・保証するものではありません。
販売会社等についてのお問い合わせ⇒大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の9:00～17:00） HP http://www.daiwa-am.co.jp/

＜⾮常に興味深い衆議院総選挙の結果 〜今後の政治情勢にも影響か？〜＞

衆議院総選挙の結果と市場への影響について

10⽉22⽇に投開票された第48回衆議院総選挙（以下、衆院選）では、与党が解散前に近い議席数を確保しまし
た。⼤幅減も予想されていた中、全体の3分の2の議席を確保したことは、事実上の与党勝利といってよいでしょう。

お伝えしたいポイント

・ ⾮常に興味深い衆議院総選挙の結果 〜今後の政治情勢にも影響か？〜
・ 市場が気にする今後の政治の重点 〜経済優先か？、改憲優先か？〜

2017年10⽉24⽇

今回の衆院選では、以下のような⾮常に興味深い結果がみられました。今後の政治情勢を考える上で、ポイントになって
くる可能性があると思われます。

① 与党が全体の3分の2の議席を確保するとともに、希望、維新も加えると、いわゆる改憲勢⼒が8割に達しました。森
友・加計問題による内閣⽀持率の低下などで、解散前は改憲棚上げムードでしたが、選挙を受けて改憲が再び具体
的な政治スケジュールに上ってくる可能性がありそうです。

党派別議席数

合計 選挙区 比例代表

自民 284 218 66 

立民 55 18 37 

希望 50 18 32 

公明 29 8 21 

共産 12 1 11 

維新 11 3 8 

社民 2 1 1 

無所属 22 22 --- 

欠員 --- --- --- 

合計 465 289 176 

（出所）各種報道より大和投資信託作成
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

以 上

② 今回の選挙では、公明が⽐較的顕著に議席を減らしました。これに加え、改憲でも⾃⺠と公明では温度差があるため、
今後、公明内で⾃⺠と連⽴を組み続けることの意義を改めて問う動きが出てくることも考えられます。

③ 政策⾯では、使途は⾒直すものの、予定通りの消費増税を掲げていた与党が、増税凍結や撤回を訴えていた野党に
勝利しました。確かに消費増税が明確な争点でなかった⾯はありますが、増税を打ち出せば負けるが定説だった⽇本の
選挙において、増税⽀持側が勝利したことは画期的といえるでしょう。財政に対する有権者の意識が、少し変わってき
ているのかもしれません。

④ 今回の選挙で躍進したのは⽴憲⺠主ですが、その要因は中道左派というポジショニングを明確にした、いわばマーケティ
ング戦略にあったと思われます。従来の⺠進は、中道右派から中道左派まで幅広い「顧客」を狙っていましたが、かえっ
て訴求⼒を⽋く形になっていました。そこで、希望は中道右派を明確にしましたが、これは⽼舗の⾃⺠と「顧客」がバッ
ティングし埋没しました。⽴憲⺠主は「ブルー・オーシャン」の中道左派を打ち出したことで、投票に結び付く「顧客」を獲
得したと考えられます。

⑤ ⽴憲⺠主躍進のあおりを⾷ったのが、与党以上に共産だったようです。これまで共産は、⺠進に投票しない中道左派の
⼀部を取り込んでいたとみられますが、その分のプラス・アルファが外れたようです。左派の「固定客」は存続するのでしょう
が、戦略を誤ると、社⺠のようにジリ貧に陥る恐れもありそうです。

＜市場が気にする今後の政治の重点 〜経済優先か？、改憲優先か？＞

衆院選での与党勝利を受けて、前述のように、改憲が今後の政治スケジュールに上ってくる可能性があります。その場合、
改憲が国会審議の主要議題とならざるを得ず、経済政策を含む、その他の法案の国会審議が遅延・先送りされる可能性
があります。これまでも外交や安全保障、政治スキャンダルなどが中⼼議題となり、経済政策が脇へ追いやられるケースがし
ばしばありました。例えば、労働市場改⾰関連法案などが、その代表でしょう。改憲となると、他法案への影響は格段に⼤
きくなると考えられます。
安倍⾸相は、今年5⽉の憲法記念⽇に2020年の新憲法施⾏を打ち出し、⼀時期は2018年通常国会での改憲発
議、2018年末の国⺠投票といったスケジュールが検討されていたようです。今回の衆院選後、安倍⾸相は改憲について時
期ありきではないと述べており、柔軟に対処していく⽅針を⽰しています。
衆院選後の市場は、安定政権の樹⽴と政策の継続を好感し、株式は上昇、為替は円安で反応しました。ただし、衆院
選前から与党勝利を織り込む形で株⾼・円安が進んできたこともあり、選挙結果だけで株⾼・円安がさらに加速するとは考
えにくいところです。そこで今後に関しては、安倍政権の政策の⽅向性が重要になってくると思われます。為替に関しては欧
⽶の⾦融政策の影響も⼤きいため、⼀概にはいえませんが、株式に関しては経済優先か、改憲優先かが、中期的には影
響してくる可能性があります。
株式市場参加者としては、経済優先で、今年の成⻑戦略である未来投資戦略2017を⼒強く推進してくれることがベス
ト・シナリオでしょう。少なくとも積み残しになっている労働市場改⾰法案や統合リゾート実施法案などは、早急な法案成⽴
が望まれます。ただ、経済が安定すればするほど改憲に取り組みやすくなるとみられるため、現在の経済安定・株価堅調の
環境が、安倍⾸相に改憲優先を選択させる材料になりかねない点には注意が必要です。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用
管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


